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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 122,929 13.3 2,798 623.0 2,804 ― 10,500 ―

22年3月期 108,452 △5.8 387 △89.7 253 △90.1 △633 ―

（注）包括利益 23年3月期 11,125百万円 （―％） 22年3月期 △645百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 267.97 ― 15.9 2.3 2.3
22年3月期 △16.15 ― △1.0 0.2 0.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  △40百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 151,947 71,901 46.8 1,817.13
22年3月期 106,504 60,760 56.9 1,545.39

（参考） 自己資本   23年3月期  71,186百万円 22年3月期  60,567百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 2,699 △18,924 20,357 16,317
22年3月期 4,434 △5,103 △799 12,575

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 391 ― 0.6
23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 391 3.7 0.6

24年3月期(予想) ― 5.00 ― 5.00 10.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 平成24年３月期の連結業績予想については、東日本大震災の影響により現時点での合理的な算定が困難であるため未定とし、記載しておりません。詳
細については、添付資料３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注) 詳細は、添付資料18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) 詳細は、添付資料31ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 1社 （社名） 日立アロカメディカル株式会社 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 39,540,000 株 22年3月期 39,540,000 株

② 期末自己株式数 23年3月期 365,003 株 22年3月期 347,902 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 355,915 株 22年3月期 338,854 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、添付資料３ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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・当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国市場の需要拡大や経済対策等により緩やかな回復基調

にあったものの、円高の進展に伴う輸出の減速、個人消費の落ち込みなどにより、秋頃から足踏み状態

となりました。年末以降は持ち直しの動きを見せてきましたが、年度末に東日本大震災が発生したこと

を受けて、経済活動が急速に落ち込みました。 

医療機器業界におきましても、国内では診療報酬全体の引き上げが行われたものの、米国・欧州経済

の減速や円高の進展により、厳しい経営環境が続きました。 

このような経営環境の下、当社グループは、特長ある新製品の開発・販売、一層のコスト削減に努め

てまいりました。 

また、診断用超音波装置、汎用分析装置、医用分析装置の製造及び販売等の事業を行う日立アロカメ

ディカル株式会社（旧 アロカ株式会社）を連結子会社としたことにより、日立アロカメディカル株式

会社の第４四半期連結会計期間の業績が合算されました。 

この結果、売上高は、122,929百万円と前期と比べ14,477百万円（13.3％）の増収となりました。営

業利益は、2,798百万円と前期と比べ2,411百万円（623.0％）の増益、経常利益は、2,804百万円と前期

と比べ2,551百万円の増益、当期純利益は、日立アロカメディカル株式会社の子会社化に伴う負ののれ

ん8,815百万円が発生したこともあり、10,500百万円と前期と比べ11,133百万円の増益となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

なお、日立アロカメディカル株式会社が連結に加わったことにより、前期に比べ「汎用分析装置」

「医用分析装置」のセグメントが増加しました。 

①医療機器事業 

ＭＲイメージング装置は、国内では、永久磁石方式のAIRIS Vento・新製品APERTO Lucentなどの販

売が好調でしたが、超電導磁石方式のECHELON Vegaが前期を下回り、国内売上高は若干減少しまし

た。また、米国市場の低迷及び円高の影響により超電導磁石方式OASISの売上が減少しました。この

結果全体で前期を大きく下回りました。 

診断用超音波装置は、国内では、HI VISION Preirusの高画質・高機能を引継ぎ、よりコンパクト

化した普及機のHI VISION Aviusが高い評価を得て売上を伸ばしました。海外では、中国市場でHI 

VISION Preirusが、欧州・アジア市場ではHI VISION Aviusが堅調に売上を伸ばしました。更に、日

立アロカメディカル株式会社の第４四半期連結会計期間の売上高が加わり、全体で前期を大きく上回

りました。 

Ｘ線ＣＴ装置は、国内では64スライスＣＴ装置SCENARIAの販売を開始し、診療報酬改訂の影響によ

り16スライスＣＴ装置ECLOSの販売が好調で売上を伸ばしました。海外でも国内同様に堅調に売上高

を伸ばし、全体で前期を上回りました。 

Ｘ線装置は、国内では、デジタル透視撮影システムEXAVISTA、胃部集団検診Ｘ線システムESPACIO

などが好調で売上を伸ばしました。海外では、一般撮影装置がアジアで前期を上回り、全体で前期を

上回りました。 

この結果、当セグメントの売上高は、前期比11.3％増の108,592百万円となりました。セグメント

利益は、2,529百万円となりました。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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②医療情報システム事業 

国内連結子会社の日立メディカルコンピュータ(株)において、前期でのレセプトオンライン請求化

の特需が無くなり、医科・歯科向けの医事会計システムの売上高が減少し、前期を大きく下回りまし

た。 

この結果、当セグメントの売上高は、前期比22.0％減の8,474百万円となりました。セグメント損

失は、1,112百万円となりました。 

  

③汎用分析装置事業 

当セグメントの主力製品である放射線（能）管理装置及び測定装置は、第4四半期偏重の傾向が強

まり、更新時期を迎えた原子力発電所向け機器が好調に推移しました。このため、計画どおりの進捗

とはなったものの、前年度にあった補正予算執行分が減収となりました。 

この結果、当セグメントの売上高は、3,774百万円となりました。セグメント利益は、1,046百万円

となりました。 

  

④医用分析装置事業 

当セグメントの主力製品である検体処理システムLabFLEX3500のコンセプトが顧客から好評を得

て、国内のみならず海外にも展開しました。また、体外診断薬メーカーへのＯＥＭ分析装置は、国内

外共に堅調に推移しました。水剤調剤支援装置PharmaFLEX S901は、大手調剤薬局チェーンに継続し

て納入を進めました。さらに、特注大型案件の日本赤十字社向け装置も一部施設への納入・設置を開

始しました。 

この結果、当セグメントの売上高は、2,087百万円となりました。セグメント利益は、334百万円と

なりました。 

  

・次年度の連結業績予想 

わが国経済は、東日本大震災が被災地に未曾有の被害をもたらすとともに、生産、原材料調達、電力

供給等に多大な影響を及ぼしており、年度前半は弱い動きが続くものと思われます。年度後半には徐々

に持ち直しに向かうと思われますが、引き続き先行きの不透明感は払拭できない状況が続くものと思わ

れます。 

このような状況のなか、当社グループは、原材料調達などで影響を受けるとともに、顧客の受注動向

への影響を見定めており、次年度の連結業績予想につきましては、開示が可能となった段階をもって、

速やかに開示いたします。 

  

但し、当社グループは以下の経営ビジョンを策定し、日立グループの社会イノベーション事業として

の医療事業を推進するとともに、厳しい状況を乗り越えるべく対応してまいります。 
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＜2011年度経営ビジョン＞ 

〔日立アロカメディカル株式会社との企業結合によるグローバル競争力強化〕 

企業結合の円滑な立上げとシナジー効果の発揮 

〔医療機器市場の二極化に対応した事業構造構築〕 

現在、医療機器市場は先進国向けの高機能・ハイエンド機と新興国向け低価格・普及機の二極化が

加速しておりますが、当社は高性能で操作性・パフォーマンスの高い製品と低価格・普及機の開発・

生産・販売に注力してまいります。 

〔新ビジネスモデル展開による事業構造改革の推進〕 

ハードウェア、ソフトウェア、アプリケーション、デザイン、保守・サービス、画像情報システム

を組み合わせたトータルソリューションを提供してまいります。 

  

＜国内販売力強化＞ 

〔営業拠点統合〕 

  子会社の日立メディカルコンピュータ株式会社、日立アロカメディカル株式会社とのシナジー 

を創出する販売体制を構築してまいります。 

〔顧客ワークフローの改善提案〕 

   PACSを軸としたモダリティとの一括営業を行い、中小規模病院、健診センタ、クリニックへの 

対応を進めてまいります。 

 〔ルミナリーサイト病院拡大と有効活用〕 

  ルミナリーサイト病院を拡大し、新製品評価とブラッシュアップ、臨床データ活用、商談先   

 の見学案内等での有効活用を進めてまいります。  

  

＜海外販売力強化＞ 

  〔中国〕 

 新興国向け低価格機を中心に中国生産を拡大し、中国向け販売も拡大してまいります。また、 

医療機器市場の二極化に対応すべく、上級機と低価格機の両面販売を加速してまいります。   

 〔アジアベルト〕 

 中国生産品を投入することで徹底した低価格戦略を進めてまいります。また、今後さらなる成  

長が期待される中東事業を拡大し、インド市場への参入も進めてまいります。  

 〔米州〕 

  米国の共同購入機構(ＧＰＯ)活用によるＭＲイメージング装置OASISと64スライスＣＴ装置 

 SCENARIAの販売を推進します。また、カナダ・中南米への販路拡大にも取り組んでまいります。  

〔欧州〕 

  日立アロカメディカル株式会社統合による販売体制再構築に取り組み、同社の販売網を活用し  

 て診断用超音波装置のほか、ＭＲイメージング装置やＸ線ＣＴ装置、Ｘ線装置事業を拡大を進め 

 てまいります。また、欧州各国別の販売戦略を推進してまいります。 
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＜製品戦略＞ 

[ＭＲイメージング装置] 

新製品1.5ＴＭＲイメージング装置ECHELON RXのグローバル拡販を推進してまいります。また、高

磁場ＭＲイメージング装置OASISのＧＰＯ活用による販売拡大に取り組みます。また、1.5Ｔ、３Ｔ

の超高磁場製品の開発を加速してまいります。更に、新製品APERTO Lucentを中心に永久磁石方式Ｍ

Ｒイメージング装置のグローバル拡販に注力してまいります。 

[診断用超音波装置] 

日立アロカメディカル株式会社との事業統合によるシナジー創出に努め、同社の販売網を活かし

た拡販を進めることでグローバルのシェア拡大に取り組んでまいります。また、コストパフォーマ

ンスや操作性に優れた装置、臨床分野ごとの特徴に対応した差別化技術の開発に取り組み、市場ニ

ーズに対応した製品開発を進めてまいります。 

[Ｘ線ＣＴ装置] 

伸長する国内・海外の64スライス市場に対応すべく、被ばく低減技術などの他社と差別化した技

術を搭載した64スライスＣＴ装置SCENARIAの拡販に取り組みます。また、昨年度国内診療報酬改訂

により大きく売上を伸ばしたマルチスライスＣＴ装置ECLOS（16/8/4スライス）の拡販をグローバル

に進めてまいります。 

[Ｘ線装置] 

多目的透視撮影装置のスタンダード化に成功したCUREVISTA・EXAVISTAについては国内市場はもち

ろん、アジア地域を中心としたグローバル販売拡大に取り組んでまいります。また、コンパクト化

による操作性向上・Ｘ線出力アップによる短時間撮影の実現を特徴とした新製品ＣＲ搭載回診車の

拡販に取り組んでまいります。 

[医療情報システム] 

画像情報システムについては、次世代ＰＡＣＳを今年度市場投入いたします。モダリティとのト

ータルソリューションビジネスを深化させ、中小病院・健診施設・クリニックへの展開を図ってま

いります。また、病院向け電子カルテのボリュームゾーン向けパッケージの営業展開を進めます。 

[汎用分析装置] 

国内市場については業界トップクラスの計測技術確立に努め、モニタリング市場ではさらなるシ

ェア拡大に取り組んでまいります。また、東日本大震災による原子力発電所の破損に伴い、放射線

(能)管理装置及び放射線測定装置は、緊急対策としての装置、さらに今後は、防災対策の整備・増

強のための装置として需要増加が見込まれます。今回の緊急事態に際し、多くのご要望に応えるこ

とができるように生産体制を増強してまいります。 

海外市場については、アジア市場における販売チャネルの強化・中国市場に適した製品の企画・

投入を進めてまいります。 

[医用分析装置] 

   主力製品である検体前処理関連装置、体外診断薬メーカーへのＯＥＭ分析装置ならびに新規   

  分野(調剤市場)の３分野への製品展開を引き続き行い、それぞれ積極的な事業活動を展開して 

   まいります。     
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①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の財政状態は、総資産が前連結会計年度末と比べて45,443百万円増加し、151,947

百万円となりました。これは、現金及び預金の9,734百万円増加、受取手形及び売掛金の11,425百万円

増加、たな卸資産の15,886百万円増加、有形固定資産の5,209百万円増加などによるものです。 

負債は、前連結会計年度末と比べて34,302百万円増加し、80,046百万円となりました。これは支払

手形及び買掛金の2,078百万円増加、短期借入金の22,860百万円増加、未払費用の2,840百万円増加、

流動負債その他の1,678百万円増加などによるものです。 

純資産は、前連結会計年度末と比べて11,141百万円増加し、71,901百万円となりました。これは、

主として利益剰余金の10,108百万円の増加などによるものです。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動による収入、投資活動動によ

る支出、及び財務活動による収入により、前連結会計年度末と比べて3,742百円増加し、16,317百万円

となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは2,699百万円の収入となりました。この主な内訳は、税金等調

整前当期純利益11,312百万円、減価償却費4,435百万円、売上債権の減少2,985百万円による資金の増

加、及び負ののれん発生益8,815百万円、仕入債務の減少7,862百万円による資金の減少などによるも

のであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、18,924百万円の支出となりました。この主な内訳は、有形

及び無形固定資産の取得による支出5,347百万円、連結の範囲の変更に伴う子会社株式の取得による支

出13,101百万円などによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、20,357百万円の収入となりました。この主な内訳は、子会

社株式取得に伴う短期借入金の増加による収入21,244百万円、長期借入金の返済による支出557百万

円、配当金の支払417百万円などによるものであります。 

  

（２）財政状態に関する分析
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当社グループは、株主の皆様への利益還元を最も重要な課題のひとつと考えて経営に取り組んでおり

ます。剰余金の配当につきましては、株主の皆様に対する適正な利益の還元と研究開発投資のための内

部資金留保とのバランスを考慮し、業績及び財政状態を総合的に勘案して実施することとしておりま

す。 

なお、当会計年度の中間配当につきましては、１株につき５円00銭とさせていただきましたが、期末

配当につきましても、中間配当と同様１株につき５円00銭とさせていただく予定です。 

  

 ①為替レート 

当社グループの海外売上高比率は前連結会計年度34.3％、当連結会計年度 34.8％であり、当社の経

営成績は為替変動の影響を受けております。特に北米と欧州地域での当連結会計年度の売上高に占める

割合がそれぞれ11.0％、12.4％と高く、米ドルとユーロに対する為替変動が当社グループの経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。この影響を排除するため為替予約によるリスクヘッジを行なっており

ますが、このリスクを完全に回避できる保証はなく、為替変動が当社の経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

 ②法的規制 

当社グループの製品は、医療機器として国内の薬事法、米国でのFDA(米国食品医薬局)規制など各国

で法的な規制を受けており、国内外でのこれらに準じる規制の予測できない改正等により当社製品の売

上に影響がある可能性があります。 

  

 ③主要製品の販売地域 

  当社グループの主要製品のうち、ＭＲイメージング装置の海外における主要な販売地域は北米地域、

また、診断用超音波装置の海外における主要な販売地域は欧州地域であります。 

 このような主要な製品の一定の販売地域への集中は、当該地域における急激な経済情勢、法的規制等の

変化により、当社グループの業績へ影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ④製造物責任賠償 

  当社グループの主な製品は医療に貢献する画像診断用機器であり、これによる診断画像の取得のた

め、人体に近接し機能する機器であります。設計・製造・据付・保守の全ての過程で厳格な品質管理を

徹底しており、製造物に起因する事故の防止には万全の対策を行なっております。 

  しかし、将来においてこの事故が起こる可能性が皆無とは言えず、製造物責任賠償保険に加入しその

リスクの回避に努めておりますが、当該事故に対する補償額を当保険でカバーできない場合には、当社

グループの業績へ影響を及ぼす可能性があります。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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当社グループは、当社及び連結子会社35社で構成されており、医療機器、医療情報システム、汎用分析

装置及び医用分析装置の開発、製造、販売及び据付、保守サービス等の事業活動を行なっております。 

当社及び連結子会社の当該事業に係わる位置付けは、次の通りであります。 

 
また、物流管理の一部については子会社であるアロカビジネス株式会社が行っております。 

自社製品のソフトウェアについては子会社であるアロカシステムエンジニアリング株式会社が開発を行

っております。 

上記のほか、親会社の(株)日立製作所の子会社である日立キャピタル(株)とファクタリング取引等を行

っております。 

２．企業集団の状況

事業の内容 主要製品 子会社の位置付け

医療機器事業

ＭＲイメージング装置
〔製造、販売〕

日立アロカメディカル株式会社 

 Performance Controls Inc.

 日立医療系統(蘇州)有限公司

 阿洛卡精密儀器(大連)有限公司

  上海阿洛卡医用儀器有限公司

ALOKA TRIVITRON MEDICAL TECHNOLOGIES PRIVATE LIMITED

〔販売、保守サービス〕

 Hitachi Medical Systems America, Inc.

及びその子会社１社

 Hitachi Medical Systems Europe Holding AG

及びその子会社８社

 Hitachi Medical Systems (S) Pte Ltd

日立医療器械(北京)有限公司

日立医療(広州)有限公司

ALOKA HOLDING EUROPE AG 及びその子会社8社

阿洛卡国際貿易(上海)有限公司

Aloka Korea Co., Ltd.

台湾亜禄加股份有限公司

Ｘ線ＣＴ装置

Ｘ線装置

診断用超音波装置

核医学装置

医療情報
システム事業

医用画像管理システム 〔製造、販売、保守サービス〕

日立メディカルコンピュータ株式会社
病院情報システム

総合健診システム

医療事務システム

汎用分析
装置事業

放射線測定装置

放射線(能)管理装置

〔製造、販売、保守サービス〕

  日立アロカメディカル株式会社

医用分析
装置事業

検体検査装置

分注装置

〔製造、販売、保守サービス〕

  日立アロカメディカル株式会社
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次の通りであります。 
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当社グループは、「よりよい医療システムの提供を通じてヘルスケアの進歩に貢献し、世界の人々の

健康に奉仕する」を企業理念とし、医療の現場でお客様にとって真に必要とされる価値を追求した製品

開発、販売並びにサービスの提供を常に心がけております。 

このような企業理念のもと、お客様や株主の皆様、従業員など、全ての関係する皆様と、社会からの

信頼と期待にお応えすることを経営の基本方針としております。 

  

当社グループの属する画像診断システム市場を取り巻く環境は、医療費抑制策や激しいグローバル競

争により、ますます厳しさを増しております。 

急速な高齢化や高度医療技術の発展による医療費高騰が、解決すべき社会全体の課題の一つとなる中

で、医療技術の高度化により、人の命を救い、ＱＯＬ(Quality of Life)の充実と、可能な限りコスト

を低減しながらより良い医療を提供していくことが、強く求められております。 

このような社会の要請に応えるため、以下の点を重点に進めてまいります。 

①日立グループ技術力を活用した製品開発力の強化 

自社開発力の強化に加え、日立グループが持つ技術力を全面的に活用してまいります。  

また、広範囲な画像診断機器の開発力の強化のためには海外を含む他社との技術提携、共同開

発も視野に入れて展開してまいります。 

②グロ－バルな販売体制の強化 

当社グループは、北米、欧州、アジアに地域販売会社を持っていますが、販売代理店の強化を図

り、ＭＲイメージング装置、Ｘ線ＣＴ装置、診断用超音波装置、Ｘ線装置などのマルチモダリティ

販売体制を充実してまいります。 

なお、当社グループにおいては、引き続き「基本と正道」に則り、コンプライアンス遵守経営の徹底

に全社一丸となって取り組んでまいります。 

  

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,790 16,524

受取手形及び売掛金 34,331 45,756

商品及び製品 11,644 19,742

仕掛品 7,931 10,923

原材料及び貯蔵品 8,360 13,156

繰延税金資産 3,338 4,622

預け金 5,936 －

その他 1,039 2,873

貸倒引当金 △494 △470

流動資産合計 78,875 113,126

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,323 7,378

機械装置及び運搬具（純額） 1,429 1,408

土地 5,790 8,198

その他（純額） 2,376 3,143

有形固定資産合計 14,918 20,127

無形固定資産

のれん 2,029 1,916

ソフトウエア 6,015 8,434

その他 94 2,437

無形固定資産合計 8,138 12,787

投資その他の資産

投資有価証券 2,827 1,380

長期前払費用 148 －

繰延税金資産 190 1,634

その他 1,439 3,256

貸倒引当金 △31 △363

投資その他の資産合計 4,573 5,907

固定資産合計 27,629 38,821

資産合計 106,504 151,947
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 23,730 25,808

短期借入金 － 22,860

未払金 610 2,017

未払費用 5,138 7,978

未払法人税等 249 348

製品保証引当金 1,140 1,450

災害損失引当金 － 38

その他 3,345 5,023

流動負債合計 34,212 65,522

固定負債

長期借入金 278 529

退職給付引当金 9,131 10,272

役員退職慰労引当金 308 501

繰延税金負債 － 1,260

再評価に係る繰延税金負債 1,612 1,612

その他 202 350

固定負債合計 11,532 14,524

負債合計 45,744 80,046

純資産の部

株主資本

資本金 13,884 13,884

資本剰余金 21,210 21,210

利益剰余金 31,419 41,527

自己株式 △435 △449

株主資本合計 66,077 76,172

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,303 △83

土地再評価差額金 △3,053 △3,053

為替換算調整勘定 △1,154 △1,850

その他の包括利益累計額合計 △5,510 △4,986

少数株主持分 193 715

純資産合計 60,760 71,901

負債純資産合計 106,504 151,947
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 108,452 122,929

売上原価 73,806 82,969

売上総利益 34,646 39,960

販売費及び一般管理費 34,259 37,162

営業利益 387 2,798

営業外収益

受取利息 95 66

受取配当金 58 59

貸倒引当金戻入額 － 130

その他 186 250

営業外収益合計 339 505

営業外費用

支払利息 12 86

固定資産処分損 28 123

為替差損 289 180

廃棄物処理費用 82 －

その他 62 110

営業外費用合計 473 499

経常利益 253 2,804

特別利益

負ののれん発生益 － 8,815

特別利益合計 － 8,815

特別損失

投資有価証券評価損 8 3

段階取得に係る差損 － 185

災害による損失 － 101

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18

特別損失合計 8 307

税金等調整前当期純利益 245 11,312

法人税、住民税及び事業税 571 602

法人税等調整額 173 117

法人税等合計 744 719

少数株主損益調整前当期純利益 － 10,593

少数株主利益 134 93

当期純利益又は当期純損失（△） △633 10,500
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 連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 10,593

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 1,220

為替換算調整勘定 － △688

その他の包括利益合計 － 532

包括利益 － 11,125

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 11,040

少数株主に係る包括利益 － 85
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 13,884 13,884

当期末残高 13,884 13,884

資本剰余金

前期末残高 21,210 21,210

当期末残高 21,210 21,210

利益剰余金

前期末残高 32,443 31,419

当期変動額

剰余金の配当 △392 △392

当期純利益又は当期純損失（△） △633 10,500

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △1,024 10,108

当期末残高 31,419 41,527

自己株式

前期末残高 △419 △435

当期変動額

自己株式の取得 △16 △11

自己株式の処分 0 －

その他 － △3

当期変動額合計 △16 △14

当期末残高 △435 △449

株主資本合計

前期末残高 67,119 66,077

当期変動額

剰余金の配当 △392 △392

当期純利益又は当期純損失（△） △633 10,500

自己株式の取得 △16 △11

自己株式の処分 0 －

その他 － △3

当期変動額合計 △1,042 10,095

当期末残高 66,077 76,172
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,514 △1,303

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

211 1,220

当期変動額合計 211 1,220

当期末残高 △1,303 △83

土地再評価差額金

前期末残高 △3,053 △3,053

当期末残高 △3,053 △3,053

為替換算調整勘定

前期末残高 △664 △1,154

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△490 △696

当期変動額合計 △490 △696

当期末残高 △1,154 △1,850

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △5,233 △5,510

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△277 524

当期変動額合計 △277 524

当期末残高 △5,510 △4,986

少数株主持分

前期末残高 1,369 193

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,176 522

当期変動額合計 △1,176 522

当期末残高 193 715

純資産合計

前期末残高 63,255 60,760

当期変動額

剰余金の配当 △392 △392

当期純利益又は当期純損失（△） △633 10,500

自己株式の取得 △16 △11

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,455 1,046

その他 － △3

当期変動額合計 △2,495 11,141

当期末残高 60,760 71,901
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 245 11,312

減価償却費 4,370 4,435

長期前払費用償却額 94 85

製品保証引当金の増減額（△は減少） △108 △84

未払賞与の増減額（△は減少） － 527

退職給付引当金の増減額（△は減少） 553 395

受取利息及び受取配当金 △151 △125

のれん償却額 45 113

負ののれん発生益 － △8,815

売上債権の増減額（△は増加） △143 2,985

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,427 △443

仕入債務の増減額（△は減少） 2,281 △7,862

その他 171 492

小計 4,930 3,015

利息及び配当金の受取額 139 121

利息の支払額 △6 △57

法人税等の支払額 △629 △380

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,434 2,699

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 609 △697

有形及び無形固定資産の取得による支出 △4,912 △5,347

預け金の預入による支出 △158 －

預け金の払戻による収入 3,000 102

子会社株式の取得による支出 △3,416 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △13,101

その他 △226 119

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,103 △18,924

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 21,244

長期借入れによる収入 17 139

長期借入金の返済による支出 △163 △557

配当金の支払額 △385 △390

少数株主への配当金の支払額 △223 △27

その他 △45 △52

財務活動によるキャッシュ・フロー △799 20,357

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24 △390

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,492 3,742

現金及び現金同等物の期首残高 14,067 12,575

現金及び現金同等物の期末残高 12,575 16,317
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該当事項はありません。 

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――――――― 

―――――――――― 

(1)連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

   従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であ

る、日立医療器械(北京)有限公司、日立医療（広

州）有限公司、日立医療系統（蘇州）有限公司の３

社については同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っておりましたが、連結財務情報の

より適正な開示を図るために、当連結会計年度より

四半期連結決算日現在で仮決算を行ない連結する方

法に変更しております。この仮決算の実施により、

当連結会計年度は平成22年１月１日から平成23年３

月31日までの15ヶ月間を連結しております。 

(2)会計処理基準に関する事項の変更

 （資産除去債務に関する会計基準等）

  当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は80百万円であります。 

   (企業結合に関する会計基準等）

  当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基

準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準

第22号 平成20年12月26日)、「『研究開発費等に

係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号

平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準第7号 平成20年12月26日)、

「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号

平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業

会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適

用しております。
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシ

ュ・フローに区分掲記しておりました「役員退職慰労

引当金の増減額（△は減少）」（当連結会計年度△14

百万円）、「支払利息」（当連結会計年度10百万

円）、「固定資産処分損益（△は益）」（当連結会計

年度33百万円）、「投資有価証券評価損益（△は

益）」（当連結会計年度８百万円）、「未払金の増減

額（△は減少）」（当連結会計年度△20百万円）、

「未払費用の増減額（△は減少）」（当連結会計年度

１百万円）、「その他の流動資産の増減額（△は増

加）」（当連結会計年度164百万円）は、それぞれ金

額的に重要性が乏しくなったため、当連結会計年度よ

り営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めております。 

 また、前連結会計年度において営業活動によるキャ

ッシュ・フローに区分掲記しておりました「その他の

流動負債の増減額（△は減少）」（当連結会計年度△

171百万円）は、明瞭性の観点から、当連結会計年度

より営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めております。 

 前連結会計年度において投資活動によるキャッシ

ュ・フローに区分掲記しておりました「長期前払費用

の取得による支出」（当連結会計年度△22百万円）

は、金額的に重要性が乏しくなったため、当連結会計

年度より投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めております。

――――――――――

（連結貸借対照表）

 前連結会計年度において区分掲記しておりました

「預け金」（当連結会計年度241百万円）は、金額的

に重要性が乏しくなったため流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

 また、前連結会計年度において区分掲記しておりま

した「長期前払費用」（当連結会計年度177百万円）

は、金額的に重要性が乏しくなったため、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しております。

 (連結損益計算書関係)

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令

(平成21年３月24日 内閣府令第５号)を適用し、「少

数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しており

ます。

追加情報

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――――――― 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を

適用しております。ただし、「その他の包括利益累計

額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会

計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・

換算差額等合計」の金額を記載しております。
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

共通支配下の取引等 

１.結合当時企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の

目的を含む取引の概要 

(1)結合当時企業の名称及びその事業の内容 

企業の名称：Hitachi Medical Systems America, Inc. 

事業の内容：北米地域における当社の医療機器の販売・サービスを行っております。 

(2)企業結合の法的形式 

少数株主からの株式買取による完全子会社化 

(3)結合後企業の名称 

変更はありません。 

(4)取引の目的を含む取引の概要 

連結グループ経営のより一層の強化を目的として、少数株主が保有する全株式を取得し、完全

子会社化したものであります。 

２.実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成19年11月15日公

表分）に基づき、共通支配下の取引等として処理しております。 

３.子会社株式の追加取得に関する事項 

(1)被取得企業の取得原価及びその内訳 

現金及び預金    3,416百万円 

(2)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

①発生したのれんの金額 

のれん      2,037百万円 

②発生原因 

子会社株式の追加取得分の取得原価と当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額との差額に

よるものであります。 

③償却の方法及び償却期間 

均等償却（20年間） 

  

（７）連結財務諸表に関する注記事項

(企業結合等関係)
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

１．取得による企業結合 

(1)企業結合の概要 

①被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称：アロカ株式会社 

事業の内容：医用電子装置、汎用分析装置、医用分析装置の製造及び販売等 

②企業結合を行った主な理由 

当社とアロカ株式会社は、平成18年４月に業務提携並びに資本提携契約を締結しました。業務提

携面では、診断用超音波装置の探触子の相互提供、次世代診断用超音波装置の共同開発や技術の相

互提供、資本提携面では、アロカ株式会社が自己株式3,500,000株の処分を行い、当社がこれを引き

受けております。 

 こうした業務提携並びに資本提携の成果を踏まえて、当社とアロカ株式会社は、両社の企業価値

を一層向上させることを目的とした諸施策について協議・検討を重ねてきました。その結果、当社

とアロカ株式会社は、当社がアロカ株式会社を完全子会社として企業結合し、両社が一体となって

運営することが、両社の診断用超音波装置事業並びにアロカ株式会社のその他の全ての事業におい

てシナジーを実現し、当社及びアロカ株式会社の企業価値を拡大するために非常に有益であると判

断いたしました。 

③企業結合日 

平成23年１月５日 

④企業結合の法的形式 

公開買付けによる株式取得 

⑤結合後企業の名称 

結合後企業の名称に変更はありません。 

⑥取得した議決権比率 

企業結合直前に所有していた議決権比率   12.79％ 

企業結合日に追加取得した議決権比率    84.65％ 

取得後の議決権比率            97.45％ 

なお、平成23年３月３日付で当社は、アロカ株式会社を当社の完全子会社とする株式交換を実施

しております。内容につきましては「２.共通支配下の取引等関係」に記載しております。 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金を対価としてアロカ株式会社の株式を取得したためであります。 

（2）連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成23年１月１日から平成23年３月31日まで 

（3）被取得企業又は取得した事業の取得原価及びその内訳 

取得の対価  結合直前に保有していたアロカ株式会社の普通株式の 

        企業結合日における時価                   3,699百万円 

       追加取得に伴い支出した現金               25,140百万円 

取得原価                               28,840百万円 
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（4）被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

段階取得に係る差損   185百万円 

（5）負ののれん発生益の金額及び発生原因 

①負ののれん発生益の金額  8,538百万円 

②負ののれん発生益の発生原因 

 企業結合時の時価純資産価額が取得原価を上回ったためであります。 

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産        43,347 百万円 

固定資産        11,500 百万円 

資産合計        54,847 百万円 

流動負債        13,670 百万円 

固定負債        2,690 百万円 

負債合計        16,360 百万円 

（7）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書

に及ぼす影響の概算額及びその算定方法  

売上高          297 億円 

営業利益          △2 億円 

経常利益         △15 億円 

（概算額の算定方法） 

上記概算額は、当連結会計年度の開始の日に株式公開買付け及び２.に記載する共通支配下の取引等

を実施し、被取得企業を完全子会社化した場合の売上高及び損益情報であります。 

なお、当該注記については、監査証明を受けておりません。 

  

２．共通支配下の取引等 

(1)取引の概要 

①結合当事企業の名称及び当該事業の内容 

 結合当事企業の名称：アロカ株式会社 

 事業の内容：医用電子装置、汎用分析装置、医用分析装置の製造及び販売等 

②企業結合日 

 平成23年３月３日 

③企業結合の法的形式 

株式交換による株式取得 

④結合後企業の名称 

日立アロカメディカル株式会社 

⑤その他取引の概要に関する事項 

当社は、アロカ株式会社との資本関係を強固なものにすることで、当社グループの連結経営の強化

及び意思決定の迅速化を図るため、当社が保有していないアロカ株式会社の株式を簡易株式交換によ

り取得し、完全子会社化しました。 

 当社は、本株式交換の効力発生日の直前時のアロカ株式会社の株主（当社を除く）に対し、その保

有する同社の普通株式の合計数に1,075円を乗じて得た額と同額の金銭を交付しました。 
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(2)実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基

づき、共通支配下の取引等として処理いたします。 

(3)追加取得した子会社株式の取得原価及びその内訳 

取得原価  追加取得に伴い支出する現金  750百万円 

(4)負ののれん発生益の金額及び発生原因 

①負ののれん発生益の金額  277百万円 

②負ののれん発生益の発生原因 

 追加取得した純資産持分額が取得原価を上回ったためであります。 
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(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要製品の名称 

 
２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(14,622百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び預け金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.(4)に記載のとおり、請負工事に係る収益の計上基

準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度より「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。  

 当該変更に伴う「医療機器」の当連結会計年度の営業損益に与える影響はありません。また、「医療情報シ

ステム」の当連結会計年度の営業損益に与える影響は軽微であります。 

  

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

医療機器 
(百万円)

医療情報
システム 
(百万円)

計(百万円)
消去又は全社 
(百万円)

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 97,592 10,860 108,452 ― 108,452

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― (―) ―

計 97,592 10,860 108,452 ― 108,452

  営業費用 97,634 10,870 108,504 △439 108,065

営業利益又は営業損失(△) △42 △10 △52 439 387

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 85,689 6,193 91,882 14,622 106,504

  減価償却費 3,816 553 4,370 ― 4,370

  資本的支出 3,976 836 4,812 ― 4,812

事業の種類別セグメント 主要製品

医療機器 ＭＲイメージング装置

Ｘ線ＣＴ装置

Ｘ線装置

診断用超音波装置

核医学装置

医療情報システム 医用画像管理システム

病院情報システム

総合健診システム

医療事務システム

３ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更
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(注) １ 国または地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北米………米国 

(2) 欧州………ドイツ、フランス 

(3) その他……アジア 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(14,622百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び預け金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.(4)に記載のとおり、請負工事に係る収益の計上基準

については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度より「工事契約に関する会計基

準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。  

 当該変更に伴う「日本」の当連結会計年度の営業損益に与える影響は軽微であります。また、「北米」「欧

州」「その他」の当連結会計年度の営業損益に与える影響はありません。 

  

(所在地別セグメント情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

日本 
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

その他
(百万円)

計(百万円)
消去 

又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

78,456 13,925 10,913 5,158 108,452 ― 108,452

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

14,302 684 ― 1,520 16,506 (16,506) ―

計 92,758 14,609 10,913 6,678 124,958 (16,506) 108,452

営業費用 92,563 13,716 11,832 6,460 124,571 (16,506) 108,065

営業利益 
又は営業損失(△)

195 893 △919 218 387 ― 387

Ⅱ 資産 70,693 9,700 7,400 4,089 91,882 14,622 106,504
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(注) １ 国または地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1) 北米………米国 

(2) 欧州………ドイツ、フランス 

(3) その他……アジア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

(海外売上高)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

北米 欧州 その他 計

海外売上高(百万円) 14,827 13,997 8,336 37,161

連結売上高(百万円) 108,452

海外売上高の連結売上高に 
占める割合(％)

13.7 12.9 7.7 34.3
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１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は取り扱う製品・サービスについて国内及

び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業本部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、前連結会計

年度においては「医療機器」、「医療情報システム」の２つを報告セグメントとしておりましたが、当

連結会計年度においては日立アロカメディカル株式会社を連結子会社化したことにより、「汎用分析装

置」及び「医用分析装置」を加えた４つを報告セグメントとしております。 

 報告セグメントに属する主要製品の名称 

 
  

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。 

  

(セグメント情報)

報告セグメント 主要製品

医療機器 ＭＲイメージング装置

Ｘ線ＣＴ装置

Ｘ線装置

診断用超音波装置

核医学装置

医療情報システム 医用画像管理システム

病院情報システム

総合健診システム

医療事務システム

汎用分析装置 放射線測定装置

放射線（能）管理装置

医用分析装置 検体検査装置

分注装置
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
 (注) 1 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、国内子会社等の物流管理業務

等であります。 

       ２ セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

    ３ セグメント利益または損失△は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。 

    (単位：百万円)

報告セグメント

調整額
連結財務諸表計

上額
医療機器

医療情報
システム

計

  売上高

 外部顧客に対する売上高 97,592 10,860 108,452 ― 108,452

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― (―) ―

計 97,592 10,860 108,452 ― 108,452

 セグメント利益 
 又は損失（△）

△42 △10 △52 439 387

 セグメント資産 85,689 6,193 91,882 14,622 106,504

その他の項目

  減価償却費 3,816 553 4,370 ― 4,370

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増減額

3,976 836 4,812 ― 4,812

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

連結財務諸
表計上額
(注３)医療機器

医療情報 
システム

汎用分析
装置

医用分析
装置

計

売上高

  外部顧客への売上高 108,592 8,474 3,774 2,087 122,927 2 122,929 ― 122,929

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― 155 155 (155) ―

計 108,592 8,474 3,774 2,087 122,927 157 123,084 (155) 122,929

セグメント利益       
又は損失(△)

2,529 △1,112 1,046 334 2,797 8 2,805 △7 2,798

セグメント資産 115,349 4,135 6,233 5,731 131,448 95 131,543 20,404 151,947

その他の項目

  減価償却費 3,687 673 47 26 4,435 0 4,435 ― 4,435

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

4,466 900 46 25 5,439 ― 5,439 ― 5,439
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４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事

項) 

 
  

 
  

 
 （注）全社資産（20,404百万円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金 

   （投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。  

  

 
  

  

(単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 108,452 122,927

その他の売上高 ― 157

セグメント間取引消去 ― △155

連結財務諸表の売上高 108,452 122,929

(単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 △52 2,797

その他の利益 ― 8

セグメント間取引消去 439 △7

全社費用 ― ―

棚卸資産の調整額 ― ―

連結財務諸表の営業利益 387 2,798

(単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 91,882 131,448

その他の資産 ― 95

全社資産（注） 14,622 20,404

その他の調整額 ― ―

連結財務諸表の資産合計 106,504 151,947

(単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額
連結財務諸表 

計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 4,370 4,435 ― ― 4,370 4,435

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

4,812 5,439 ― ― 4,812 5,439
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
 (注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(関連情報)

(単位：百万円)

日本 北米 欧州 その他 合計

80,106 13,536 15,243 14,044 122,929
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額 

  

 
  

２ １株当たり純資産額 

  

 
  
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 1,545.39円 １株当たり純資産額 1,817.13円

１株当たり当期純損失金額 16.15円 １株当たり当期純利益金額 267.97円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

の発行がないため、記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式の発行がないため、記載しておりませ

ん。

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) △633 10,500

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
(△)(百万円)

△633 10,500

普通株式の期中平均株式数(千株) 39,201 39,184

項目
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

当連結会計年度末
(平成23年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 60,760 71,901

純資産の部の合計額から控除する金額(百
万円)

193 715

 （うち少数株主持分） (193) (715)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 60,567 71,186

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数(千株)

39,192 39,174

(株)日立メディコ(6910) 平成23年３月期　決算短信

- 31 -



  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

当社の連結子会社である日立医療(広州)有限公司につきましては、連結グループ経営のより一層

の強化を目的として、平成23年５月に少数株主が保有する全株式を取得し、完全子会社化いたしま

す。 

  

１.結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の

目的を含む取引の概要 

(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容 

企業の名称：日立医療(広州)有限公司 

事業の内容：中国地域における当社の医療機器の販売・サービスを行っております。 

(2)企業結合の法的形式 

少数株主からの株式買取による完全子会社化 

(3)結合後企業の名称 

変更はありません。 

(4)取引の目的を含む取引の概要 

連結グループ経営のより一層の強化を目的として、少数株主が保有する全株式を取得し、完全

子会社化するものであります。 

２.実施する会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表

分）に基づき、共通支配下の取引等として処理いたします。 

３.追加取得する子会社の被取得企業の取得原価及びその内訳 

 9,256千USドル 

４.発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 現時点では確定しておりません。 

(重要な後発事象)
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 2011年6月21日開催予定の定時株主総会に提案する取締役候補者は次の通りです。 

  

  ① 取締役候補者 ［ ＊は新任、（ ）内は現職 ］  

   
  

  ② 退任予定取締役 ［ （ ）内は現職 ］  

  

          中村    道治  ( 社外取締役 ) 

  

 ③ 新任取締役の略歴   

     にしの  としかず 

     西野  壽一 

  

 
  

６．その他

（１）役員の異動

取締役会長  浜松      潔 ( 取締役会長 )

取  締  役 三木    一克 ( 代表執行役 執行役社長 兼 取締役 )

取  締  役 小杉  憲一郎 ( 代表執行役 執行役専務 兼 取締役 )

取  締  役 高橋   秀樹 ( 取締役 )

社外取締役 森   和廣 ( 株式会社日立製作所 代表執行役 執行役副社長 )

 ＊ 社外取締役 西野    壽一 ( 株式会社日立製作所 執行役常務 ) 

社外取締役 田淵  智久 ( 弁護士 潮見坂綜合法律事務所 )

生年月日 1955 年  1月 9 日 生

最終学歴 1980 年  3月 東京工業大学大学院理工学研究科物理学専攻修士課程修了

職 歴 1980 年  4月 株式会社日立製作所 入社

2002 年  4月 同社 中央研究所長

2005 年  4月 同社 グループ戦略本部技術戦略室長 兼 経営企画室副室長

2005 年  8月 株式会社日立ディスプレイズ 常務取締役ＣＴＯ

2008 年 10月 株式会社日立製作所 理事 再生エネルギ事業開発担当

2009 年  4月 株式会社ルネサステクノロジ 取締役

2010 年  4月 株式会社日立製作所 理事 経営改革本部戦略プロジェクト室主管

2011 年  4月 同社 執行役常務 戦略企画本部長
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